














































































































































































































































































































































































































































































































 ② 47都道府県、20政令指定都市及び 1,741市区町村を対象に、平成 26年（2014年）
4月 1日現在の調査が行われ、概要及び集計表が報告書にまとめられているので、以下の叙
述は、これによるものである。 
 ③ 平成 26年 4月現在、全ての都道府県・政令指定都市において男女共同参画に関する
計画を策定済みである。 
 ④ 平成 26年 4月現在、1,251市区町村が計画を策定済みであり、全体の 71.9％にあた
る。なお、そのうち市区は 785で 96.6％、町村は 466で 50.2％である。 
 計画の策定を検討しているのは 94市区町村で、全体の 5.4％にあたる。 
 ところで、青森県、富山県、石川県、鳥取県、山口県、佐賀県、熊本県の 7県内の市町村
は全て計画を策定済みであり、策定率 100％である。 






 ⑤ 平成 26年 4月現在、千葉県を除く 46都道府県・全政令指定都市において男女共同
参画に関する条例を制定済みである。 
 ⑥ 平成 26 年 4 月現在、571 市区町村が条例を制定済みであり、全体の 32.8％にあた
る。なお、そのうち市区は 434で 53.4％、町村は 137で 14.8％である。 





 ① 現在和歌山県には、9市、20町、1村の合計 30市町村がある。 
 ② 平成 26年 4月現在、18市町村が計画を策定済みであり、全体の 60％にあたる。な
お、そのうち市は 9で 100％、町村は 9で 42.9％である。 
 計画の策定を検討しているのは 4町で、全体の 19.0％にあたる。 
 ③ 平成 26 年 4月現在、1 町が条例を制定済みであり、全体の 3.3％にあたる。なお、
そのうち市は 0で 0％、町村は 1で 4.8％である。 
 条例の制定を検討しているのは 3市町村で全体の 14.3％にあたる。なお、全体の 86.7％
にあたる 26市町村は検討していないと調査に回答している。 
 ところで、石川県内の市町は全て条例を制定済みであり、制定率 100％である。 
 和歌山県内市町村の制定率 3.3％は、全国都道府県の中で最低位である。 




































① 以下の記述の中で用いる人口数は、和歌山県市町村課発表による平成 26年 1月 1日
現在の、住民基本台帳に基づく人口、いわゆる住基人口である。 
② 同様に、各自治体の総職員数、一般行政部門職員数は、県市町村課発表による平成 25
年 4月 1日現在の数である。 















総職員 210人、その中、一般行政部門の職員 122人、町議会議員定数 14人という規模
である。 
② 現行の「第 1次紀美野町長期総合計画」は、平成 18年に策定され、計画の期間は、
















 町男女共同参画基本計画は、「手と手をつなぎ 共に支えあう 美しい町きみの」を基
本理念としており、さらに 1. 男女共同参画をめざす人づくり 2. あらゆる分野への男女
共同参画環境づくり 3. 男女相互の協力による豊かな暮らしづくり 4. 人権尊重の社






① かつらぎ町は、平成 17年（2005年）に旧花園村を編入して、人口 18,221人から
なる自治体である。 
総職員 226人、その中、一般行政部門の職員 166人、町議会議員定数 14人という規模
である。 
② 現行の「かつらぎ町長期総合計画」は、平成 15年（2003年）に策定され、計画の

























 そのための基本目標として、1. 町の施策・方針の決定過程への女性の参画拡大 2. 就
労における男女の雇用機会均等法と待遇の確保 3. 男女共同参画社会を推進していくた
めの教育の充実 4. 農山村家庭における男女共同参画社会の確立 5. 男女の職業生活
と家庭・地域生活の両立の支援 6. 高齢者が安心して暮らせるために 7. 女性に対する







① 九度山町は、人口 4,797人の自治体である。 














元気ある交流のまちづくり 2. 自然の実りを活かした産業の振興 3. 安全・安心でうる
おいのあるまちづくり 4. 豊かなこころを育む教えと学びのまちづくり 5. 健やかで























① 高野町は、人口 3,471人の自治体である。 






なったため、上記第 2 次長期総合計画の平成 23 年（2011 年）の最終年度前ではあった
が、平成 20年（2008年）に「第 3次高野町長期総合計画」を策定した。計画の期間は、
平成 21年（2009年）から平成 30年（2018年）までの 10年間である。また、前期基本







のまちづくり 2. まちの誇りを次世代へ伝え育てる魅力あるまちづくり 3. 歴史・伝統
に培われた風格と魅力ある快適なまちづくり 4. 産業の育成による豊かなまちづくり 














① 湯浅町は、人口 13,238人の自治体である。 
総職員 146人、その中、一般行政部門の職員 112人、町議会議員定数 10人という規模
である。 
② 湯浅町は、平成 2年（1990年）に第一次長期総合計画を策定し、さらに平成 13年
（2001年）に第二次長期総合計画を策定し、計画的な行政運営によりまちづくりを推進
してきた。現行の「第三次湯浅町長期総合計画」は平成 22年（2010年）に策定され、計
















と整合が図られ、計画の期間は、平成 24年（2012 年）から平成 28年（2016年）まで
の 5年間である。 
⑧ 上記計画の基本理念として、「みんなで協力 つれもて創ろう 男女
と も
に輝くまち 
ゆあさ」が掲げられている。そして、基本方針として、1. ともに生きる 人づくり 2. 











① 広川町は、人口 7,677人の自治体である。 







①  家庭における教育の促進 
②  学校における教育の推進 
③  地域における学習機会の提供 
①  男女間の暴力防止に向けた情報の提供 
②  関連機関と連携した相談体制の充実 
 
①  男女共同参画に関する啓発 
②  男女共同参画に関する情報収集・提供の促進 
①  性差を考慮した健康相談や情報提供の充実 









①  ひとり親家庭への支援の充実 
②  高齢者が安心して暮らせる生活基盤の整備 
③  障害者が安心して暮らせる生活基盤の整備 
①  男女共同参画の視点に立った子育て支援 






①  意思決定の場への女性等の参画の促進 
②  人材育成の推進と人材活用体制の整備 
①  男女共同参画の視点に立ったまちづくり 
②  防災のまちづくりの推進 
 
①  関連法令等の周知徹底 
②  企業・自営業等における男女のパートナーシップの確立 
③  女性の能力開発と多様な就業機会の確保 



























































































② 現行の「第 3次広川町長期総合計画」は、平成 23年（2011年）3月に策定され、
計画の期間は、平成 23年から平成 32年（2020年）までの 10年間となっている。また、












力あふれる」まち 3. 住民と行政が協働し、「持続的に発展する」まち の 3つがあげら
れている。 
 上記基本理念の下に、まちづくりの基本目標として、1. 快適で便利なまちづくり 2.
健康と福祉のまちづくり 3. 地域でつくる安全・安心のまちづくり 4. みんなでつくる
活力あるまちづくり 5. 魅力ある教育と文化継承のまちづくり 6. 住民参加のまちづ






フ・バランス）の推進 3. 人権の尊重と男女共同参画への意識改革 4. 男女共同参画推
進計画の策定 の 4つに取り組むことが決意されている。 
 さらに、住民一人ひとりの活動として、あらゆる分野において、性別による固定的役割
分担を見直すことが求められているのが特色である。 















① 有田川町は、平成 18 年（2006 年）に旧吉備町、旧金屋町及び旧清水町の 3 町合
併により誕生した人口 27,568人からなる自治体である。 
総職員 377人、その中、一般行政部門の職員 223人、町議会議員定数 16人という規模
である。 
② 有田川町は、合併翌年の平成 19年（2007年）に「第 1次有田川町長期総合計画」
を策定した。計画の期間は、平成 19年（2007年）から平成 28年（2016年）までの 10
年間である。 
③ 本長期総合計画は、旧 3 町のさまざまな施策や合併協議において策定されためざ
す将来像、まちづくりの基本方針を定めた新町まちづくり計画を踏まえ、まちづくりを推
進していくための中長期的な視野に立った基本的指針として位置づけられている。 
④ 基本構想によれば、まちづくりの基本理念として、1. 安らぎのあるまちづくり 2.
快適なまちづくり 3. 生きがいのあるまちづくり の 3つがあげられている。 
⑤ 前期基本計画（平成 19年から平成 23年まで）によれば、6つのまちづくりの基本
方針が示されており、その中の 1つに「ふれあい、学びあい、生き生きとした暮らし育む
まち」がある。その具体策の 1つとして、「心の豊かさを育む社会教育の推進」があげら
れ、「男女共同参画社会の実現」のために、1. 男女共同参画に対する意識の高揚 2. 女性
の社会参画の促進 がとりあげられている。 





















 計画の期間は、平成 21年から平成 25年（2013年）までの 5年間である。 
⑨ 本計画の基本理念は、「人と自然が織りなし ひろがる パートナーシップのまち 
有田川」である。その下で、基本目標として、1. 男女共同参画をめざす意識づくり 2. 
男女共同参画の推進による豊かな地域社会づくり 3. 男女がともにいきいきと働ける環

































































































































































① 美浜町は、人口 7,843人の自治体である。 
総職員 90人、その中、一般行政部門の職員 58人、町議会議員定数 10人という規模で
ある。 
② 現行の「第 5次美浜町長期総合計画」は、平成 22年（2010年）に策定され、計画
の期間は、平成 23年（2011年）から平成 32年（2020年）までの 10年間となっている。
また、前期基本計画は、平成 23年から平成 27年（2015年）までの 5年間である。 








⑤ 地方自治法第 2 条第 4 項の規定（当時）に基づき策定すると明示されている基本
構想によれば、まちづくりの基本目標として、1. 安心と安全～緑が映えるまちづくり～ 
2. 笑顔と健康～みんなで育むまちづくり～ 3. 汗と希望～未来に羽ばたくまちづくり
～ の 3つが呈示されている。 
⑥ 町基本計画によれば、上記 3つの基本目標を達成するために、1. 快適な定住環境
の整備 2. 美しい自然環境の継承 3. 安心・安全に暮らせる環境の整備 4. 誰もが安
心して暮らせる保健・福祉体制の構築 5. 人と地域が輝く教育・文化の充実 6. つなが















① 日高町は、人口 7,900人の自治体である。 
総職員 90人、その中、一般行政部門の職員 63人、町議会議員定数 11人という規模で
ある。 
② 現行の「第 5次日高町長期総合計画」は、愛称を「みんなの日高 2020プラン」と
呼び、平成 22年（2010年）に策定され、計画の期間は、平成 23年（2011年）から平成
32年（2020年）までの 10年間となっている。また、前期基本計画は、平成 23年から平






ちづくり 2. 活力とにぎわいを生み出すまちづくり 3. 町民と行政との協働のまちづ
くり の 3つがあげられている。 
 めざす将来像としては、「海と緑と人が結び合う 笑顔あふれる定住拠点・ひだか」が
思い描かれている。 
 将来像実現のための分野ごとの目標として、1. 健康で安心して暮らせるひだか 2. 美
しく快適で安全なひだか 3. 豊かでにぎわいあふれるひだか 4. 人が輝き文化がかお
るひだか 5. 発展への基盤が整ったひだか 6. ともに生き、ともにつくるひだか の 6
つが立てられている。その第 6の「ともに生き、ともにつくるひだか」という分野目標の
下に展開する施策項目として、1. 人権尊重 2. 男女共同参画 3. コミュニティ 4. 協















 課題に取り組む主要施策として、1. 男女共同参画に関する指針の策定 2. 男女共同参
画についての啓発等の充実 3. 男女共同参画の社会環境づくり 4. 暴力の根絶に向け
た取り組みの推進 の 4つがあげられている。 








① 由良町は、人口 6,445人の自治体である。 
総職員 85人、その中、一般行政部門の職員 60人、町議会議員定数 10人という規模で
ある。 
② 現行の「第 4次由良町総合計画」は、平成 18年（2006年）に策定され、計画の期
間は、平成 18年から平成 27年（2015年）までの概ね 10年間となっている。また、後




・ ・ ・ ・
と暮らせる幸せ”を求めて」となっている。 
 ④ 基本構想によれば、まちづくりのテーマとして、1. 健やかで生きがいをもって暮
らせるまちづくり 2. 安全で住みやすく美しいまちづくり 3. 人を育み思いやりの心
を育てるまちづくり 4. 人・もの・情報が行き交うまちづくり 5. 個性と活力に溢れる
地域産業のあるまちづくり の 5 つがあげられている。その第 1 の「健やかで生きがい
をもって暮らせるまちづくり」というまちづくりテーマの下に展開する施策の大綱とし
て、1. 少子化対策の推進 2. 高齢化対策の推進 3. 福祉・保健・医療サービスの充実 4. 





 ⑤ 町基本計画によれば、上記基本構想の中で施策大綱の 1 つとされている「人権尊











働くことのできる職場づくりの推進 の 3つがあげられている。 
 ⑥ 男女共同参画の担当課は、住民福祉課となっており、1 名の職員が担当している。 





① 印南町は、人口 8,875人の自治体である。 
総職員 92人、その中、一般行政部門の職員 65人、町議会議員定数 12人という規模で
ある。 
 ② 印南町は、昭和 42 年（1967 年）から 4 次にわたり長期総合計画を策定して、個
性あるまちづくりを進めてきた。現行の「第 5 次印南町長期総合計画」は、平成 23 年



















 いなみ 2. 自然と調和した安全・快適な郷
まち
 いなみ 3. いきいきと個性が発揮
できる 郷
まち
 いなみ 4. 地域の魅力が輝く交流の 郷
まち
 いなみ 5. 次世代につなぐ 郷
まち
 
いなみ の 5つが定められている。 




げられている。そのための主要施策として、1. 女性の社会参加の促進 2. 男女平等意識














 ① みなべ町は、平成 16年（2004年）に旧南部町と旧南部川村の合併により誕生した
人口 13,822人の自治体である。 
総職員 137人、その中、一般行政部門の職員 95人、町議会議員定数 14人という規模
である。 
 ② 現行の「みなべ町長期総合計画」は、平成 19年（2007年）に策定され、計画の期
間は、平成 19年から平成 28年（2016年）までの 10年間となっている。また、基本計
画も同じく 10年間となっている。 







その将来像を実現するための政策として、1. 緑豊かで快適なまち 2. 永く住みたい魅力
あるまち 3. 便利・安心・安全なまち 4. 町民参画と官民協働のまち 5. うめ日本一の
元気なまち の 5 つがあげられている。その第 2 の「永く住みたい魅力あるまち」を実
現するための施策として、1. 共に生きるまちづくり 2. 心豊かに学ぶまちづくり の 2
つが定められている。 




 ⑥ 男女共同参画の担当課は、総務課となっており、1名の職員が担当している。 










 ① 日高川町は、平成 17 年（2005 年）に旧川辺町、旧中津村、旧美山村の 3 町村の
合併により誕生した人口 10,622人の自治体である。 





クプラン」と定めている。計画の期間は、平成 20年から平成 29年（2017年）までの 10
年間となっている。また、現在の後期基本計画は、平成 25年（2013年）から平成 29年
までの 5年間である。 
③ 本長期総合計画は、当時の地方自治法第 2 条第 4 項において策定が義務づけられ
ていた日高川町の最上位計画として位置づけられている。この計画の役割として、1. 町
民みんなのまちづくりの共通目標 2. 自主自立のまちづくりに向けた経営指針 3. 国・
県・周辺市町に対する日高川町の主張 の 3つがあげられている。 
 日高川町は、本計画の特徴として、1. 町民みんなが共感・共有できる、わかりやす












進 2. 政策・方針決定過程への男女共同参画の促進 3. 労働・雇用における男女共同参














⑦ 本男女共同参画基本計画の基本的な視点として、1. 男女の人権尊重と相互協力 2.
性別による固定的な役割分担意識の根絶 3. 対等に社会を維持する義務と責任の自覚 
の 3つが留意されている。 
上述の後期基本計画のところで述べたものと同様に、本計画においても、男女共同参画
社会の実現をめざし、1. 男女共同参画社会への意識改革の推進 2. 政策・方針決定過程
への男女共同参画の促進 3. 労働・雇用における男女共同参画の促進 4. 男女共同参画
に関する相談体制の充実 の 4つの主要施策が掲げられている。それらにより、1. 一人
ひとりがお互いを認め合い、尊重しあう意識づくり 2. 様々な場面で男女が力を合わせ、









 ① 白浜町は、平成 18年（2006年）に旧白浜町と旧日置川町の合併により誕生した人
口 22,833人の自治体である。 
総職員 352人、その中、一般行政部門の職員 199人、町議会議員定数 14人という規模
である。 
 ② 現行の「第 1次白浜町長期総合計画」は、平成 19年（2007年）に策定され、計画




 ④ 基本構想によれば、まちづくりの理念として、1. 個性を生かすまちづくり 2. 連
携と協働のまちづくり 3. お互いの顔が見えるあたたかいまちづくり の 3つがあげら
れている。 
 これらをうけ、まちの将来像を「輝きとやすらぎと交流のまち 白浜 ～住んでよい、
訪れて楽しいふれあいのまちづくり～」としている。 
 このような将来像を実現するため、まちづくりの基本方向として、1. こころに誇り・
生きがいの持てるまち 2. だれもが安心・安全に暮らせるまち 3. 住民と行政が力をあ






ち の 5つの政策（テーマ）を設定している。その第 1の「こころに誇り・生きがいの持
てるまち」という政策目標として 1. 生涯学習の充実 2. 人権尊重と男女共同参画社会
の形成 3. 学校教育の充実 4. 家庭教育の充実 5. 青少年の健全育成 6. 歴史・文化












 その施策の内容として、1. 人権学習・人権啓発の推進 2. 人権施策の推進 3. 男女共
同参画施策の推進 の 3つが示されている。第 3の「男女共同参画施策の推進」として、
具体的には、1. 白浜町男女共同参画プランの策定 2. 民間団体や各種女性団体との連
携・支援 3. 女性に対する人権侵害等について対応可能な相談体制の充実 の 3つが述
べられている。 
 ⑥ 男女共同参画の担当課は、総務課となっており、2名の職員が担当している。 








 ① 上富田町は、人口 15,358人の自治体である。 
 総職員 121人、その中、一般行政部門の職員 88人、町議会議員定数 12人という規模
である。 
 ② 上富田町は、昭和 51 年（1976 年）に第 1 次長期総合計画を策定し、そして昭和








年（2011年）から平成 32年（2020年）までの 10年間である。 






























成 32年（2020年）までの 10年間である。 
 ⑨ 計画に基本理念として、住民が安心して子どもを生み、健やかに育てることができ、
男女がわくわくと子どもがすくすくと暮らせるまちをめざすことが述べられている。 
























 ④ 基本構想によれば、まちづくりの目標として、1. 豊かな自然を守るうるおいのあ
る美しいまちづくり 2. 教養を高め歴史と伝統にまなぶ文化のかおるまちづくり 3. 
スポーツに親しみ健康で希望にみちた明るいまちづくり 4. たがいに助けあう平和で楽




 ⑥ 男女共同参画の担当課は、総務課となっており、1名の職員が担当している。 
 ⑦ 町は、平成 24年（2012年）に「すさみ町男女共同参画基本計画」を策定した。本
計画は、男女共同参画に関する施策を総合的・計画的に推進していくための指針として位




 計画の期間は、平成 24年から平成 33年（2021年）までの 10年間となっている。 
 ⑧ 本男女共同参画基本計画の基本理念として、「すこやかに さかえ みたされる 
ハーモニーのまち すさみ町」が掲げられている。そして、基本目標として、1. 男女共
同参画社会の実現に向けた意識づくり 2. 男女共同参画の推進による豊かな地域づくり 
3. 男女がともにいきいきと働ける環境づくり 4. だれもが健やかに安心して暮らせる
















① 那智勝浦町は、人口 16,860人の自治体である。 
総職員 314人、その中、一般行政部門の職員 137人、町議会議員定数 12人という規模
である。 
 ② 那智勝浦町は、昭和 45年（1970年）から長期総合計画を策定し、計画的な行政運
営に努めてきた。現行の「那智勝浦町長期総合計画」は、平成 17年（2005年）に策定さ
れ、計画の期間は、平成 18 年（2006 年）から平成 27 年（2015 年）までの 10 年間と













まちづくり 2. 地域の個性を活かした活力のあるまちづくり 3. 健やかでやさしいま
ちづくり 4. 人間性をはぐくむまちづくり 5. 町民と行政がともに歩むまちづくり 
の 5つが掲げられている。 
 ⑤ 町後期基本計画によれば、上記基本方針の第 4の「人間性をはぐくむまちづくり」
のより具体的な施策分野として、1. 学校教育の推進 2. 生涯学習の推進 3. 文化財保
護と文化振興 4. 男女共同参画社会の実現 の 4つが示されている。その第 4の「男女
共同参画社会の実現」のための施策方向として、1. 女性の社会参加の推進 2. 女性の労
働条件の改善 の 2つが述べられている。 
 ⑥ 男女共同参画の担当課は、総務課となっており、2名の職員が担当している。 




















































































 ③ このため、47都道府県のうち、千葉県を除く 46都道府県が、名称は異なるが男女共
同参画に関する条例を制定している。 
 ④ 和歌山県は、平成 14年（2002年）に「和歌山県男女共同参画推進条例」を制定し施
行している。 
 ⑤ 法第 14条第 1項により、都道府県は、国の男女共同参画基本計画を勘案して、当該
都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な
計画、いわゆる都道府県男女共同参画計画の策定が義務づけられている。 
 ⑥ また、和歌山県条例第 7 条第 1 項により、知事は、男女共同参画の推進に関する施
策を総合的かつ計画的に実施するため、男女共同参画の推進に関する基本的な計画、いわゆ
る基本計画の策定が義務づけられている。 
 ⑦ 以上により、和歌山県は、平成 15年（2003年）に第 1次、平成 19年（2007年）
















 ⑩ 県は、平成 28年度の数値目標として、現在 1町の条例制定市町村を 5市町村へ、現














 第 1章 総則(第 1条―第 6条) 
 第 2章 男女共同参画の推進に関する基本的施策(第 7条―第 17条) 
 第 3章 男女共同参画を阻害する行為の禁止等(第 18条―第 22条) 
 第 4章 和歌山県男女共同参画審議会(第 23条―第 25条) 



























第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに
よる。 













































第 2章 男女共同参画の推進に関する基本的施策 
(基本計画) 










5 前 2項の規定は、基本計画の変更について準用する。 
(県民等の理解を深めるための措置) 














































































2 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律(平成 13 年法律第 31 号)第
3 条第 1 項の規定による配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たす施設及び知
事が別に指定する施設(以下「センター等」という。)の長は、前項に規定する一時的な入
所等による保護又は同法第 3 条第 3 項第 3 号に規定する一時保護を行った場合におい
























第 4章 和歌山県男女共同参画審議会 
(設置及び所掌事務) 
第 23 条 男女共同参画の推進を図るため、和歌山県男女共同参画審議会(以下「審議会」
という。)を置く。 
2 審議会は、次に掲げる事務を行う。 








第 24条 審議会は、委員 15人以内で組織する。 
2 委員は、男女共同参画に関し優れた識見を有する者のうちから、知事が任命する。 











 この条例は、平成 14年 4月 1日から施行する。 
附 則(平成 17年 7月 6日条例第 94号) 
 この条例は、公布の日から施行する。 
附 則(平成 25年 10月 4日条例第 47号) 















 ② 一方、男女共同参画基本計画の策定に向けて、平成 20年（2008年）7月の「上富田
町男女共生まちづくり推進懇話会」の設置、同年 11月の男女共生まちづくりに関する「町
民意識調査」の実施などの結果、平成 22年 4月に男女共同参画基本計画の策定がなされた。 
















 ⑥ 庁内の幹部職員だけでなく、全職員にも意見を聞いている。 
 ⑦ 条例制定の最も大きなきっかけは、熱心な議員の存在もあるが、やはり町長の条例制
定意思だったと担当職員は言う。 












 ⑧ 条例第 10条の推進体制の整備に関しては、男女共同参画社会づくり推進委員会が庁
内連絡会議として設置され、施策に横ぐしを通すように動いている。 
 ⑨ 町条例第 4 条の町の責務が、県条例第 4 条の県の責務と重ならないか危惧があった
という。 
 しかし、私はそれよりも別の点で町条例に少し不満がある。それは、「ジェンダーの主流





















(3) 町民 町内に在住、在勤又は在学する個人をいう。 




























































4 前 2項の規定は、基本計画の変更についてこれを準用する。 
(調査研究) 



























第 18条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
 
附 則 













































































































































































































































































































































































の委員の任期は，2 年で終了するものとし，これらの 9 人の委員は，最初の選挙の後直ちに，委員会の委
員長によりくじ引で選ばれる。 
６．委員会の 5人の追加的な委員の選挙は，35番目の批准又は加入の後，2から 4までの規定に従って












(a) 当該締約国についてこの条約が効力を生ずる時から 1年以内 




















































































男女共同参画社会基本法（平成 11年法律第 78号） 




第 1章 総則（第 1条­第 12条） 
第 2章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第 13条­第 20条） 















第 1章 総則 
（目的） 




































第 7 条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有していることにかんが
み、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。 
（国の責務） 
















































































第 21条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。 
（所掌事務） 















第 23条 会議は、議長及び議員二十四人以内をもって組織する。 
 （議長） 
第 24条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 
2 議長は、会務を総理する。 
 （議員） 
第 25条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。 
一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 

























第 1条 この法律は、公布の日から施行する。 
 （男女共同参画審議会設置法の廃止） 

















































平成 11年 6月 11日 衆議院内閣委員会 
 
政府は、本法施行に当たり、次の事項に配慮すべきである。 
 
一 家庭生活における活動と他の活動の両立については、ILO第 156号条約の趣旨に沿い、両立のための
環境整備を早急に進めるとともに、特に、子の養育、家族の介護については、社会も共に責任を担うと
いう認識に立って、その社会的支援の充実強化を図ること。 
 
一 女性に対する暴力の根絶が女性の人権の確立にとって欠くことができないものであることにかんがみ、
あらゆる形態の女性に対する暴力の根絶に向けて積極的に取り組むこと。 
 
一 男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に当たっては、性別によるあらゆる差別をなくす
よう、現行の諸制度についても検討を加えるとともに、施策の実施に必要な法政上又は財政上の措置を
適切に講ずること。 
 
一 男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進に当たっては、その施策の推進体制における調査
及び監視機能が十分に発揮されるよう、民間からの人材の登用を含め、その体制の整備の強化を図るこ
と。 
 
一 各事業者が、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成に寄与する責務を有することを自覚して、
男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進を図るよう、適切な指導を行うこと。 
 
一 男女共同参画社会の形成には、男女の人権の尊重が欠かせないことにかんがみ、苦情の処理及び被害
者の救済が十分図られるよう、実効性のある制度の確立に努めること。 
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